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202３年春季要求書を３月28日に提出します！
働きづらさ、生きづらさを少しでも解消できるよう、みなさんの意見を反映させます
次世代育成、人材育成の確立、非正規職員の処遇改善…様々な課題に取り組んでいきます！
Ⅰ　自治労県職労の2023春闘の取り組み

１．コロナ後を見据えた取り組み

〇これまでの３年間の経験を踏まえ、当該の対策関連所属に必要な人員を配置し、全庁応援体制は解消するよう求めます。

〇しかしながら、感染症の急激な拡大により、この配置によっても人員が不足するような場合は、これまで同様、知事特命事項を含めて、速やかに不急業務の休止・廃止を行うとともに、抜本的な業務見直しをトップダウンで行ったうえで、応援体制を整えることを継続して求めます。

〇また、業務を休止・廃止できないもしくはされないにも関わらず、応援による人事異動等を行う場合は、応援職員に対し業務を丸投げするようなことがないよう対策本部室等の体制整備を求めるとともに、応援職員への代替職員を確実に確保するよう求めます。

〇特に保健福祉事務所の迅速な人員増と組織の再編成・再強化を求めます。

◆具体的な取り組み

〇全庁コロナシフトを再検討させ、医療危機対策本部室及びコロナに関わる所属には、これまでの応援体制をもとに必要な人員配置を求めていきます。

〇人事異動にあたっては、全庁的に不急業務を洗い出し、業務の休止・廃止が可能な所属から異動させることを求めていきます。

〇業務は休止・廃止されないにもかかわらず、医療危機対策本部室等へ人事異動等する場合は、代替職員を確実に確保することを求めていきます。

〇県民の命と生活を守るため、コロナに関わる職場と多くの職員、応援職員を送り出した職場とその職場職員は奮闘しています。それら職員の安全と命を守るため、超過勤務等の改善を求めていきます。

〇県民の命と健康を守るために、感染症対策や生活保護対応など、保健福祉事務所は大変重要であることを踏まえ、以前の統廃合を見直し、必要な人員を配置することなど機能強化を図るよう求めていきます。

〇感染または感染の恐れがある場合、安心して自宅等で待機できるよう、管理者に対する服務の周知徹底を求めます。

〇各庁舎管理者は、共用会議室等の感染症対策を徹底するよう求めていきます。

２．過重労働撲滅の取り組み
〇当局は過重労働撲滅のため、これまでと同様の案を繰り返し挙げてきたが、結局のところ、引き続いて100時間超の時間外勤務が発生していることを踏まえ、改めて撲滅するための労使協議の場の設定を求めます。

〇当局に対して、幹部職員が過重労働撲滅に向けて「不退転の覚悟で臨む姿勢を職員に示すこと」を求めます。

〇これまでの無理な人員削減が根本的な原因であることから、大幅な人員増を求めます。

〇時間外勤務の上限規制の状況を検証し、改善策を提起していきます。

〇県人事委員会に対して、労働基準監督署としての機能を発揮するよう、強く求めます。

〇引き続き、児童相談所、保健福祉事務所、職業能力開発施設などの人員増、人員強化を求めます。

◆具体的な取り組み

〇過重労働を撲滅するため、労使それぞれの視点で持ち寄った意見や案をまとめられるよう、新しいワーキンググループを労使間でつくることを求めていきます。

〇各所属における2022年の時間外勤務時間を人員換算した分の増員を求めていきます。

〇長時間労働是正に向けては、幹部職員が不退転の覚悟をもって臨むよう強く求めるとともに、人事異動にあたっては、全庁的に不急業務を洗い出し、業務の休止・廃止が可能な所属から移動させることを求めていきます。
〇過労死水準である100時間超時間外労働を解消するために、現に超過している所属は年度内にあっても、適正な人員配置を純増として早急に対策することを求めていきます。

〇労使協議の場において、「知事特命事項」に関する業務や職場ごとのパソコンのログのデータとストレスチェックの結果の提供を求め、時間外勤務の実態や原因の分析を進めます。
〇月の時間外勤務が45時間を超えた職場については、四半期ごとに労使協議の場で実態と原因を検証し、再発防止策を検討します。
〇職業能力開発校等、比較的組合員の多い36協定対象職場を中心に、36協定の締結に積極的に参画するよう、支部・協議会、分会と協議を進めます。
〇春闘回答交渉において、年度当初の欠員状況とその対応を質し、対応されていない場合は早期の欠員補充を求めます。

３．若年層課題及び次世代育成への取り組み、人材育成の確立を求める取り組み

〇若年層職員が神奈川県職員として安心して働き続けられるよう、様々な支援や仕組みづくりを求めます。

〇その中でも次世代育成支援として、子育てに係る休暇制度や手続き、福利厚生制度についての内容について、また、男性の育児休業取得を促進するため、環境整備及びより一層のわかりやすい制度説明を求めます。

〇神奈川県の業務遂行能力の低下を踏まえ、全ての職場で十分な人材育成ができるよう、人材育成を重要な業務として位置付け、実行可能となるような体制の整備を求めます。

〇専門的な知識・経験を必要とする職務分野の事務職員を計画的に育成するよう人材育成の抜本的な見直しを求めます。

〇育児休業手当金について、若年層が生活に不安を抱えず子育てをするために行えるよう、手当金の速やかな支給に向け、当局と地方職員共済組合県支部に対して制度改正を求めるとともに、自治労本部を通じて地方職員共済組合への働きかけを行います。

◆具体的な取り組み

〇育休の際の共済組合からの休業手当金について、県職共闘を通じて共済本部にも働きかけ、一日でも早い休業手当金支給ができるよう求めていきます。

〇これらを実現できるよう、引き続き当局へは県共済組合と知恵を絞ることを求めるとともに、自治労本部を介して共済組合本部へのアプローチ試みます。

〇育児休業等の取得を検討している職員向けに、育児休業等を取得した先輩職員による座談会等を定期的に開催することを求めていきます。

〇扶養手当や児童手当、被扶養者証の申請方法を分かりやすく周知することを求めていきます。

〇いわゆる「スーパーバイザー」制度を各職場に導入し、業務に精通した職員を配置し、人材育成を主な事務分担とするよう求めていきます。

〇スーパーバイザーには、当該業務の経験が豊富な職員を配置し、業務として位置づけ、指導方法の研修を行うことを求めていきます。

〇児童相談所や保健福祉事務所、県税事務所、相談業務や土地関係業務については特に、効果的な人材育成を行うことを求めていきます。

４．臨時的任用職員、会計年度任用職員の処遇改善の取組み

〇会計年度任用職員の任用について、希望する者が働き続けられるよう、名簿登載方式の導入など、任用方法の見直しを求めます。

〇自治労本部を通じて総務省に会計年度任用職員制度の抜本的改善を求め、会計年度任用職員が安心して働き続けられるよう、雇用の安定をめざします。

〇臨時的任用職員の雇用の安定を求めます。

〇「同一労働同一賃金」の視点に立って、臨時的任用職員、会計年度任用職員の制度改善を引き続き追求していきます。

〇「定型的・補助的」業務に当たらない会計年度任用職員を任用する所属に対し、当局が個別の算定基準表を定め支給することを指導するよう求め、業務に見合った賃金水準の確保をめざします。

〇また、当局が示す一般的な「定型的・補助的」業務以外の業務を、各所属が会計年度任用職員に行わせることのないよう、当局に求めます。

〇常勤職員と大きな乖離のある臨時的任用職員、会計年度任用職員の休暇制度等の労働条件についても、均等、均衡待遇の実現をめざします。

〇本庁を中心に、臨時的任用職員・会計年度任用職員集会を開催し、新制度の説明、当事者の実態を把握し、今後の課題の議論、組合への参加を呼びかけます。

〇まだまだ民間の非正規職員と比較すると、法の谷間に置かれている臨時的任用職員、会計年度任用職員等の処遇等について、民間並みへの引き上げ改善を求めていきます。

◆具体的な取り組み

〇「民間レベルであれば違法」となるような事象が発生した場合、当局に対しは速やかに是正させるよう、課題の改善に向けて交渉を進めます。

〇本庁を中心に臨任・会計年度任用職員を対象とした集会を開き、情報提供するとともに意見を集約します。

〇「定型的・補助的」業務に当たらない会計年度任用職員を任用する所属に対し、当局が個別の算定基準表を定め支給することを指導するよう求め、業務に見合った賃金水準の確保をめざします。

〇また、当局が示す一般的な「定型的・補助的」業務以外の業務を、各所属が会計年度任用職員に行わせることのないよう、当局に求めます。

〇「同一労働同一賃金」の実現にとどまらず、民間の非正規労働者が保障されている権利について、法律上適用除外であっても同様の運用とするよう改善を求めていきます。

５．ノーマライゼーションの取組み

〇障害のある職員方が働きやすい職場環境が保たれるよう、当局に対し働きかけをしていきます。

〇職場研修をはじめとして、知的・精神障害を含めて障害者が共に働くことが理解できるような啓発活動を求めます。

〇自治労県職労としても、講演会の開催など、組合員・職員の意識啓発活動を進めます。

◆具体的な取り組み

〇全職員を対象に、職場研修など障害に対する理解を進める研修の実施を求めます。

〇知的障害者、精神障害者が配置される職場・庁舎や仕事で関係する部署の職員に対して、具体的な対応を学ぶ研修を求めます。

〇知的障害及び精神障害のある職員が、心身ともに安定して働くことができるようジョブコーチ等の配置も含め、求めていきます。

〇システムの構築・更新時や庁者内の環境整備等に関しては、障害のある当時者の意見を十分把握し、合理的な配慮を行うよう、求めていきます。

〇今後の重度障害者雇用のあり方について、障碍者当事者や障害者団体を含めて検討を行うよう、求めていきます。

〇災害時の避難について、障害特性に応じた支援が行えるよう、日ごろから当事者と意思疎通を行うとともに、避難訓練への参加により、災害時に取り残されることがないよう、求めていきます。
東日本大震災から１２年
災害発災時の行政の役割を考えよう
ひとりで悩まず組合に相談を！
自治労県職労は定期的に

なんでも相談会を実施

○場所：本庁舎地下組合事務所

○日時：毎週水曜日18時～20時
